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運営費交付金に関わる付帯決議 
衆議院文部科学委員会 付帯決議 2003 年 5 月 16 日 
６ 運営費交付金等の算定に当たっては、公正かつ透明性のある基準に従って行うとともに、法人化前の公費投入額を十分に確保し、必

要な運営費交付金等を措置するよう努めること。また、学生納付金については、経済状況によって学生の進学機会を奪うこととならない

よう、適正な金額とするよう努めること。 
 
参議院文教科学委員会 付帯決議 2003 年 7 月 8 日 
十二、運営費交付金等の算定に当たっては、算定基準及び算定根拠を明確にした上で公表し、公正性、透明性を確保するとともに、各法

人の規模等その特性を考慮した適切な算定方法となるよう工夫すること。また、法人化前の公費投入額を踏まえ、従来以上に各国立大学

における教育研究が確実に実施されるに必要な所要額を確保するよう努めること。 
 

衆議院文部科学委員会 付帯決議 2003 年 5 月 16 日 
８ 国は、高等教育の果たす役割の重要性に鑑み、国公私立全体を通じた高等教育に対する財政支出の充実に努めるこ

と。また、高等教育及び学術研究の水準の向上と自立的な発展を図る立場から、地方の大学の整備・充実に努めること。 
参議院文教科学委員会 2003 年 7 月 8 日 
十九、国は、高等教育の果たす役割の重要性にかんがみ、国公私立全体を通じた高等教育に対する財政支出の充実に努

めること。また、高等教育及び学術研究の水準の向上と自立的な発展を図る立場から、地方の大学の整傭・充実に努め

ること。 

 

 
 

 

運営費交付金、法人移行経費、および、労働法の適用に関して、衆議院文部科学委

員会と衆議院文教科学委員会はどの様な付帯決議をし、議論をしたのか？ 
 

運営費交付金に関わる審議 

 
第１５６回国会 文部科学委員会 第１２号 
平成十五年五月十四日（水曜日） 
 
○石井（郁）委員 …次に、各大学の来年度の予算規模がどのく

らいになるのかということなんです。･･･十五年度は一兆五千二

百五十六億円ということで、積算校費のいろいろ基準などがあ

って各大学の予算が決まっていたと思うんですが、今度、運営

費交付金になるわけですね。運営費交付金がどのくらいの規模

で出されるのかという問題なんですね。ことしのこの予算額を

上回るのか、それとも下回るのか、これはいかがでございます

か。 
○玉井政府参考人 運営費交付金と、それから施設関係は、施設

整備につきましては施設費補助金という形で必要な予算措置を

するわけでございますけれども、これを具体にどれぐらいの規

模にいたすかにつきましては、基本的には、移行前に必要とさ

れた校費投入額を十分に踏まえて、それぞれの事務事業が確実

に実施されるように配慮したいと考えておりますけれども、具

体的に幾らにどうなってくるか、これは、各国立大学法人の方

のそれぞれの見積もり、それからまた当然財政事情、こういっ

たものを勘案しながら、これからやっていくというふうに考え

運営費交付金の収支差額補填方式か総額漸減方式かを

めぐる審議 
 
第１５６回国会 文教科学委員会 第２２号  
平成十五年七月八日（火曜日） 
○佐藤泰介君 ･･･今心配なのは、法人化後の国立大学には独立

行政法人としての性格上、不断の業務の見直し、効率化が求め

られるおそれがないのか。現在の独立行政法人には、運営費交

付金の算定の際に、人件費を毎年一定の割合で減らしていくた

めの仕組み、効率化係数等が導入されている。･･･毎年の一定割

合のコスト削減が国立大学法人等に関して求められることにな

るのではないかと。そうしますと、今、大臣が強い決意を述べ

られましたけれども、この効率化係数によって一定割合のコス

ト削減が国立大学に求められるとするならば、移行前の措置す

ら削減されていくのではないかと、こんな心配をするわけです

が、この点についてはいかがでしょうか。 
○政府参考人（玉井日出夫君） 国立大学法人についても効率的

な業務運営は図られる必要がありますが、そもそも法人化は単

純に人件費等の経費削減を目指したものではなく、学問の進展

や社会の変化に応じ所要の経費は確保していく必要があると考

えているわけでございます。なお、運営費交付金の具体的な算

定方法等につきましては、今後、法律が成立いたしましたなら

ば、今後様々な要素を勘案しつつ検討していくことになります

けれども、その際、各法人の実情に応じ教育研究に関する経費

が適切に確保されるよう十分配慮してまいりたいと考えており

ます。 
 

参議院文教科学委員会 付帯決議 2003 年 7 月 8 日 
十六、国立大学法人への円滑な移行が行われるようにするため、文部科学省は、進捗

状況、課題などを明らかにし、当委員会に報告を行うこと。 

第１５６回国会 文教科学委員会 第１８号  
平成十五年六月五日（木曜日） 
 
○山本香苗君 ･･･大学が実質的に自主性、自律性を確保してい

くことができるかどうかというのは、先ほど来お話が出ており

ますけれども、国からのきちんとした財政的な支援、それが確

保されるか否かに懸かっているんではないかと思います。この

点、参考人の中からも、それが削減されてしまうんじゃないか

といった御心配の声もございましたが、そういった心配はない、

予算的なバックアップはしっかりしていくと、その言葉を大臣

からいただきたいと思います。 
○国務大臣（遠山敦子君） ･･･私どもとしましては、移行前、

つまり現在ですね、現在必要とされている公費投入額を十分踏

まえて、国立大学における教育研究が確実に実施されますよう

国としての責任を果たしていく考えでございます。 
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法人化に伴う労働関係法規の適用に関する付帯決議と審

議 
参議院文教科学委員会 付帯決議 2003 年 7 月 8 日 
 
十五、法人化に伴う労働関係法規等への対応については、法人

の成立時に支障の生ずることのないよう、財政面その他必要な

措置を講ずること。また、法人への移行後、新たにに必要とさ

れる雇用保険等の経費については、運営費交付金等により確実

に措置すること。 

第１５６回国会 文教科学委員会 第２２号  
平成十五年七月八日（火曜日） 
 
○佐藤泰介君 ということは、効率化係数はどこへ、どうなるん

ですか。掛かるとすれば、いろいろとたくさんあって、掛かる

ところもあるけれども掛からぬところもあるから、トータルと

すりゃ、掛けられても全体として前より減らないと言っている

のか、必ず移行前よりは効率化係数によって一律に下げられて

いくということではないと言っているのか、そこのところをは

っきりしてください。 
○政府参考人（玉井日出夫君） 運営費交付金の基本的な仕組み

は、法律が成立いたしました後、諸般の要因を入れながら具体

的に検討させていただくことになっておりますし、具体の金額

もこれまた十六年度概算要求の中でどのようにしていくかとい

うことでございますけれども、いずれにせよ移行前の公費投入

額を十分踏まえていくということを基本にしておりますし、そ

してまた、先ほど来、大臣がお答えいたしましたように、必要

な経費の確保に十分努力をしていきたいと、かように考えてい

るわけでございます。 
 

省といたしましても、国立大学法人の運営費交付金の算定に当

たりましては、この法人化前における支給実績と、さきの決算

委員会では支給実績等十分実績を踏まえてということを御答

弁申し上げましたが、正にこの支給実績等を十分に踏まえて、

今労働省の間で検討されておりますが、そうした流れといいま

すか、そういうものの、その趣旨にのっとって、そしてこれま

での実績、そういうものを踏まえて十分にひとつ交付金の算定

をやっていきたいと、このように考えております。 

法人化に伴う労働関係法規の適用に関する審議 
 
第１５６回国会 文教科学委員会 第１８号  
平成十五年六月五日（木曜日） 
 
○神本美恵子君 それで、非常勤職員、公務の場における非常勤

職員の方はいわゆる民間法、これから民間労働法制が適用され

ることになるわけですけれども、パート労働、いわゆる短時間

労働者に関して、今、パート労働法の見直しが厚労省の方で行

われておりまして、労働政策審議会での議論を受けて二月に出

された報告では、通常の労働者との均衡を考慮した処遇の考え

方を指針で示すというふうな報告が出され、お聞きしましたと

ころ、厚労省の方ではその指針を速やかに作るということで今

作業が進められているというふうにお聞きした･･･。そこで、そ

の指針が示されれば当然これに従うことになると思いますが、

文部科学省として、この民間労働法制のこういう動きも含めて、

その適用に関してしっかりと大学法人の方に説明していく責務

があるというふうに思います。また、必要な予算措置も行う責

務があると思います。七万人を超える非常勤の教職員にかかわ

る生活上の問題でありますし、この問題については先日、決算

委員会で私もお聞きしていたんですが、河村副大臣がお答えに

なっておりますので、是非ともしっかりとした対応についての

御答弁をお願いしたいと思います。 
○副大臣（河村建夫君）･･･今度、国立大学の法人化をいたしま

すと、非常勤講師についてはいわゆるパート労働法といいます

か、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律、この適用

になっていくわけでございますから、同法によりますと、今度

は「事業主は」と、こうなってきておりますが、通常の労働者

との均衡等を考慮して適正な労働条件を確保すると、こうなっ

ておるわけでございます。国立大学法人の非常勤講師の給与に

ついては、この趣旨にのっとって、この趣旨にのっとって各国

立大学法人においてそれぞれの自主性、自律性の下に決定をす

ると、こういうことになっていくわけでございます。文部科学 
 

第１５６回国会 文教科学委員会 第１８号  
平成十五年六月五日（木曜日） 
 
○山本香苗君 移行経費という話が、移行経費を確保するとい

ったお話がございました。これについては平成十六年度から

計上しようということだと思うんですけれども、どれぐらい

をお考えになっているのか、併せてお伺いいたします。 
○政府参考人（玉井日出夫君）･･･移行後のことでございます

けれども、基本的には運営費交付金あるいは施設費補助金と

いう形になるわけでございますが、その言わば十六年度概算

要求の中でそれぞれ策定をしていくわけでございますが、法

人化に伴いまして各大学共通に新たに必ず出さねばならない

という必要経費も想定されるところでございまして、例えば

事業主として各大学に加入が義務付けられます労災保険ある

いは雇用保険に係る事業主負担分ということがまた出てまい

ります。これらについては、これは具体の数字は十六年度概

算要求に向けて積算をしていかねばなりませんけれども、仮

に十五年度の取りあえず人件費総額ということを念頭に置い

て、本当の試算でございますけれども申し上げますと、労災

保険については五十四億、雇用保険について百十三億ぐらい

の一応見通しがあるわけでございますが、これはいずれにせ

よ十六年度概算要求に向けて、この法人化、この法律成立後、

更に精査をしながらそれぞれの予算について検討をさせてい

ただきたいと、かように思っているわけでございます。 
 
 

法人化移行経費をめぐる審議 
第１５６回国会 文部科学委員会 第１３号  
平成十五年五月十六日（金曜日） 
 
○佐藤（公）委員 …法人移行のための費用、まさにこれは国

立大学全体でどの程度の額になるのか、お金がどれぐらいかか

るのか、また、移行後の制度整備のためにどの程度の額が必要

になるのか、こういったことをきちっと具体的に資料で示して

いくことが必要なんじゃないかというふうに思います。移行費

用が保障されなければ、まさに二〇〇四年四月一日までの法人

化はまだまだすべきではないというふうに僕は思いますけれ

ども、この三点に関していかがでしょうか。 
○玉井政府参考人 …その法人化後にもいろいろな経費がか

かるのではないかということでございます。御指摘のとおり、

各大学共通に新たに必要になるものがございます。具体的に

は、例えば、事業主として各大学に加入が義務づけられる労災

保険や雇用保険にかかわります事業主負担分、あるいは、法定

監査というものがきちんと入りますので、法定監査人の監査に

要する費用が考えられるわけでございますが、これらの経費に

つきましては、今後速やかに試算を行い、運営費交付金の算定

に確実に反映させてまいりたいと考えております。例えば労災

保険、これは十六年度できちんと見込まねばなりませんけれど

も、仮に十五年度の人件費から推計いたしますと五十四億、そ

れから雇用保険も、十五年度の人件費の予算額から推計すれ

ば、見込額百十三億というような推計もあるわけでございます

ので、私どもとしては、こういうものを念頭に置きながら遺漏

なきよう万全を期してまいりたい、かように考えているわけで

ございます。 
 


